
資料 ２
 

 

 

 

「文化芸術の振興に関する基本的な方針」の評価と今後の課題について 

（審議のまとめ）案 

 

 

 

 

 

 

 

         

                平成  年  月  日 

 

文化審議会文化政策部会 



       目 次 

はじめに                   ・・・・・・１ 

 

 

第 1 部 基本方針の在り方等について      ・・・・・・２ 

１．基本方針策定後の諸情勢の変化             ・・・・・２ 

２．基本方針の見直しについて               ・・・・・６ 

 

 

第 2 部 基本方針の評価と今後の課題          ・・・・・・７ 

第 1 文化芸術の振興の基本的方向         ・・・・・７ 

１．文化芸術の振興の必要性                ・・・・・７ 

２．文化芸術の振興における国の役割等           ・・・・・７ 

３．文化芸術の振興に当たっての基本理念          ・・・・・10 

４．文化芸術の振興に当たって留意すべき事項        ・・・・・10 

 

第 2 文化芸術の振興に関する基本的施策      ・・・・・14 

１．各分野の文化芸術の振興                ・・・・・14 

２．文化財等の保存及び活用                ・・・・・17 

３．地域における文化芸術の振興              ・・・・・18 

４．国際交流等の推進                   ・・・・・19 

５．芸術家等の養成及び確保等               ・・・・・20 

６．国語の正しい理解                   ・・・・・21 

７．日本語教育の普及及び充実               ・・・・・22 

８．著作権等の保護及び利用                ・・・・・22 

９．国民の文化芸術活動の充実               ・・・・・23 

１０．文化施設の充実等                  ・・・・・25 

１１．その他の基盤の整備等                ・・・・・28 

 



 
 

はじめに 

 
 「文化芸術の振興に関する基本的な方針」（以下，「基本方針」という。）は，

文化芸術振興基本法（以下，「基本法」という。）を踏まえ，おおむね５年間を

見通し文化芸術の振興に関する施策の総合的な推進を図るために平成 14 年 12
月に閣議決定された。 
基本方針の制定により国及び地方公共団体の文化芸術施策が積極的に展開さ

れ，我が国の文化芸術の振興が図られてきた。文化政策部会では，基本方針策

定後の国の施策を概観するとともに，社会経済状況の変化を踏まえて，策定 3
年を経た段階における基本方針の評価と課題を検討することとした。 
本部会の審議のまとめは，文化芸術に関する施策の展開に資するとともに，

今後の基本方針の見直しにおける議論にも資することを目的としてまとめられ

たものである。 
 基本方針は，国の文化芸術施策を多岐にわたって網羅しており，様々な観点

から検討されるべきものである。文化政策部会においても様々な意見が出され

ており，そのすべてを「審議のまとめ」に盛り込むことができたわけではない。

また，審議の過程では「審議のまとめ」に述べられている考え方と異なる意見

も出されており，審議の詳細については，文部科学省ホームページで公開され

ている文化審議会の議事録を併せてお読みいただきたい。 
 文化政策部会としては，この「審議のまとめ」が国民の文化芸術施策に対す

る関心を喚起し，今後の文化芸術施策や基本方針の見直しに対する民意の反映

などに資することを期待している。 
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第 1 部 基本方針の在り方等について 
 
１．基本方針策定後の諸情勢の変化 

（１）社会情勢の変化と文化芸術 

基本方針が策定されたことにより，国の具体的施策の方向性が明確化され，

文化庁予算も平成 15 年度に初めて 1,000 億円を突破するなど，文化芸術の総合

的な振興は着実な成果をあげつつある。また，地方公共団体でも基本法や基本

方針を受けて，基本法施行後，１府７県，13 市，1 町が文化芸術振興に関する

条例を策定しており（平成 17 年 10 月現在，文化庁調べ），文化芸術振興計画等

を策定する地方公共団体も増えてきている。 
 このように，基本方針は我が国の文化芸術振興に大きな役割を果たしてきて

いるが，我が国及び世界の諸情勢は急速な変化を続けており，文化芸術をめぐ

る情勢にも大きな影響を与えてきている。 
  

①文化的な価値と構造改革 

 基本方針が策定された平成 14 年以降の社会情勢の大きな変化として，国内に

おいては構造改革が進められ，官と民の役割分担の見直し，地方分権の推進と

それに伴う国と地方公共団体との役割の見直しが行われたことが挙げられる。

時を同じくして，日本経済は長期にわたる経済不況を徐々に脱し，民間の活力

が再び活発になってきた。また，政府の規制緩和により新たな分野にも民間が

進出できるようになり，市場原理に基づく競争が拡がってきている。こうした

潮流は，今後も継続すると思われるが，文化芸術の振興に際しては，効率性や

市場原理だけではなく，文化的な価値が重視されるべきである。 
 
 ②民と官の新しい協力 

民間部門でも特定非営利活動法人（NPO）やボランティアなど新たな活動形

態が国民の間に定着するとともに，民間と行政との連携が進んだ結果として，

民と官の新しい関係，協力体制に支えられた活動が広がっている。こうした動

きは，従来の「公共＝官・行政」という概念にとらわれることなく，民と官の

新しい協力の在り方や担い手を生み出そうとしており，現在検討が進められて

いる公益法人制度の改革もこうした動きを促進することが期待される。 
 
 ③情報通信技術の発展と文化芸術 

情報通信技術の発展により，インターネットや電子メールなどが国民生活に

定着し，社会に流通する情報やコミュニケーションの手段が多様化した。イン
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ターネットにより，情報は国境を越えていつでも簡単に入手できるのみならず，

ホームページやブログ∗により人々が情報を発信できるようになっている。その

一方で，高度な情報通信技術は，人間関係の希薄化，実体験の不足といった負

の側面をももたらしていると指摘されており，文化芸術体験を通じて他者に共

感する心をはぐくみ，人と人とを結び付けていくことが期待されている。 
 
 ④少子高齢社会や地域社会における文化芸術の新しい役割 

我が国では全体として少子高齢化が一層進み，特に地方においては過疎と高

齢化が進展し，都市においても単身世帯が急速に増加して，地域社会（コミュ

ニティ）の機能が低下していると指摘されている。また，地方公共団体におい

てはいわゆる「平成の大合併」により，大規模な市町村合併が行われ，これま

での地域単位での様々な活動が変化を余儀なくされていると言われている。こ

うした中，芸術家等が芸術普及活動（アウトリーチ）や教育・福祉などの分野

を通じて地域社会に働きかけていくことで社会を活性化していく役割が文化芸

術活動にも期待されている。 
 
 ⑤グローバリゼーションと文化芸術 

国際的な視点に立つと，政治，経済における地球規模化（グローバリゼーシ

ョン）は一段と進展した。インターネットの普及がそれを加速させ，文化芸術

を含むあらゆる分野において国境を越えた交流と対話，協力が活発になってき

ている。 
 
（２）文化芸術をめぐる情勢 

 ①文化芸術の振興における民間の活用 

まず，文化芸術分野における民間の非営利活動や文化ボランティアによる活

動が急速に拡大し，社会の多様な需要に対して機動的に対応できるようになっ

てきており，文化芸術活動における重要な担い手に成長していることが挙げら

れる。また，民間部門においては企業のメセナ活動が再び活発となり，地域文

化の振興に対する支援や特定非営利活動法人などの新たな担い手への支援と連

携など企業の特色ある活動が展開してきている。 
こうした民間による文化芸術活動への支援と連携は，これからの文化芸術の

振興において重要な核となっていくことが予想され，国を初めとする行政がこ

れらをどのように支えていくのかが大きな課題となってきている。 

  
 

                                                  
∗ 個人運営で日々更新される日記的なホームページの一形態の総称。 
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 ②指定管理者制度の問題点 

地域に目を向けてみると，地方公共団体が文化施設の充実に努めた結果，文

化会館や美術館，博物館などの文化芸術活動の基盤はおおむね整備されたと言

える状況になってきた。地域で伝統文化，音楽や演劇など独自の文化芸術活動

が活発に展開され，国内のみならず海外でも高い評価を受けるものも生まれて

きている。その一方で，公立文化施設に対しては，いわゆる「指定管理者制度」

の導入により，地域の文化芸術振興に当たっての施設の在り方等についての検

討の深まりや民間の新たな発想や方法（ノウハウ）による効果的かつ効率的な

文化施設等の運営への期待が寄せられる一方で，これまで地域で培われてきた

舞台芸術創造活動や博物館等における地道な資料収集をはじめとする調査研究

業務が安定的かつ継続的に実施されなくなるのではないかとの懸念も生じてき

ている。 
 
③少子高齢化と地域における伝統芸能の継承 

地域における過疎と高齢化，地域社会（コミュニティ）の機能低下により，

例えば，祭りや伝統芸能などの地域の歴史に根付いた文化芸術活動や文化財を

次代に伝えていくことが困難となってきている。また，市町村合併に伴う地域

の再編と少子化による伝統文化を継承する人材の不足のために，固有の伝統文

化が失われかねない状況になっている。 
  

④文化の多様性の重視 

国際的にみると，世界の各地域では風土や歴史を背景として様々な文化が生

まれ，文化の多様性が形成されてきたが，経済の地球規模化（グローバリゼー

ション）に伴い，特定の文化芸術活動が世界を席巻することによって，世界の

文化が画一化することが懸念されている。こうした背景により，国際連合教育

科学文化機関（ユネスコ）では，昨年 10 月に文化多様性条約が採択されたとこ

ろである。 
 
⑤地域における特色ある文化芸術の重要性 

我が国は古来より，多種多様な外来文化を受容しつつ独自の文化を形成して

きたが，その一つの要因として，各地域が自然や歴史を反映した特色ある文化

を育んできたことが挙げられる。しかしながら，政治経済の東京一極集中に伴

い文化芸術活動についても同様の状況が進むとともに，マスメディアで「有名」

となった文化芸術活動を招いて鑑賞することが全国レベルの文化芸術を享受し

ていると考える傾向がなかったであろうか。近年，地域の文化（資産）が見直
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され，その独自性を生かした取組が徐々に進められてきており，こうした取組

を着実に進めていく必要がある。 
 
（３）我が国における文化芸術の振興の在り方 

 基本方針にあるとおり，文化は人々に楽しさや感動，精神的な安らぎや生き

る喜び，自己実現の契機をもたらし，人生を豊かにするものである。また，文

化のなかでも芸術活動は，新しい価値観の提示や人々の創造性を刺激し，社会

の変革の契機ともなりえる。現代社会において文化芸術の振興は，我が国を豊

かにしていくために必要不可欠なことであるという認識が広がりつつある。基

本法の制定及び基本方針の策定により，我が国の文化施策は相当の進展を遂げ

たが，社会情勢の急激な変化を踏まえ，今後更なる前進を目指さなくてはなら

ない。 
①経済と文化は国の発展を促す車の両輪 

文化の在り方は経済活動に多大な影響を与えるとともに，新たな需要や高い

付加価値を生み出し，産業の発展にも寄与するものである。すなわち，経済と

文化は車の両輪のように作用し合うことにより社会に活力をもたらすものであ

り，「文化は国の力」であることを再認識する必要がある。 
 
②文化芸術ならではの国際交流や海外貢献を 

国際交流が活発になる中で，文化交流を通じて各国が互いの文化を尊重し，

様々な文化的背景の中で暮らす人々が共生していくことが一層重要になってき

ている一方，伝統文化から映画やアニメ，生活文化まで我が国の様々な文化芸

術を広く世界に発信し，文化芸術に関する国際的な交流の推進を図ることが求

められている。それが，世界の文化多様性をより豊かにするために，我が国に

期待されている文化的な貢献であると言えよう。 
 
③長期的な取り組みこそ重要な文化芸術 

また，文化芸術と市場原理との関係について言えば，文化芸術の振興に際し

効率性や採算性も重要な観点ではあるが，これのみが評価の基準とされること

は適当とは言えない。文化芸術においては，市場原理に基づく短期的な競争に

よる「勝ち組」のみが生き残るのではなく，長い時間をかけて人々に選ばれた

「時間による選別」に耐えることのできたものが残っていくのである。効率性

だけを追求した「安上がりな文化芸術」は決して永続しない。人類悠久の歴史

を通じて得られたこの事実を私たちは忘れてはならない。文化芸術の最終的な

評価を決めるのは時間である。その視点に立って考えるならば，文化芸術を豊
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かな社会の構築に役立たせるには，長期的な視野に立って文化芸術の振興を図

る必要があることは明らかであろう。 
  

④次世代の文化芸術を継承する子どもたちのために 

文化芸術の振興を考えるに当たっては，今日，人々に生きる喜びや感動をも

たらすとともに，人と人をつなぎ社会を豊かにしていく文化芸術を振興してい

くことがますます重要になってきていること，特に，これからの我が国を担う

子どもたちが本物の文化芸術活動に触れて，豊かな心や感性をはぐくんでいく

ことができる環境の整備が大切であり，それが我が国の文化芸術を次世代に継

承していく大きな力となることを，文化政策部会としては強調したい。 
  
２．基本方針の見直しについて 

現在の基本方針は，「第 1 文化芸術の振興の基本的方向」と「第 2 文化芸

術の振興に関する基本的施策」の二部構成となっている。 
基本方針の見直しに当たっては，基本法に関する国会審議及び附帯決議に留

意しつつ，基本法の趣旨に沿ってその見直しを考えることが必要であるが，「第

1 文化芸術の振興の基本的方向」における文化芸術の振興の必要性や基本理念

のように，文化芸術の振興にとって普遍的と考えられるものについては，社会

情勢の変化にかかわらずこの趣意が今後とも記述されるべきである。 
一方で，前述のような文化芸術をめぐる情勢の急激な変化を踏まえ，基本方

針の見直しが必要となっている部分もあるのではないかと考える。特に，基本

法施行後に課題となった事項に関しては，重視すべき方向や留意すべき事項に

盛り込んでいくことが必要である。また，これらは｢第 2 文化芸術の振興に関

する基本的施策｣において具体的に反映されるべきである。そして，それにより，

時代に対応した文化芸術の振興の在り方を，国民にわかりやすく示すことが求

められる。 
文化芸術の振興は国民の高い関心事であり，国がこれからどのような文化芸

術振興施策を目指していくのかについて国民の理解を得ることが大切である。

そのためには，文化審議会における検討のみならず，広く国民に開かれた議論

がなされることが期待される。それとともに，基本方針の見直しに当たっては，

国民にとってわかりやすい表現に努めることが求められる。基本方針の見直し

を通じて，我が国における文化芸術の振興の在り方について広範な国民的議論

がなされ，心豊かな国民生活と活力ある社会に寄与する文化芸術施策が一層推

進されるようになることを期待したい。 
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第 2 部 基本方針の評価と今後の課題 
 
 第２部は，基本方針の事項に沿って文化政策部会における議論を整理し，現

在の基本方針の評価と今後の課題についてまとめた。 
 なお，各事項に関しては，部会においておおむね共通理解を得たものをまと

めているが，個々の委員の意見も明らかにするため，委員からの課題提起とし

て囲った部分を設けて別途記載し，部会における様々な意見を国民に示すこと

も意図している。 
  

第 1 文化芸術の振興の基本的方向 

１．文化芸術の振興の必要性 

 

○  文化芸術は，すべての国民が真にゆとりと潤いの実感できる心豊かな生活

を実現していく上で不可欠な社会的財産であることから，社会全体で文化芸

術の振興を図っていく必要がある。今日においても，国民の 6 割が「心の豊

かさ」を求めており（内閣府「国民生活に関する世論調査」調べ），人々に

ゆとりと潤いをもたらす文化の果たすべき役割は大きく，国民の文化芸術振

興への期待は高いと考えられ，今後，文化芸術の一層の振興が求められてい

る。 
 
○  昨今の社会・国際情勢を考慮すると，人々の相互理解等による社会基盤の

形成や世界平和への貢献という文化のもつ意義はますます高まっていると

考えられる。 
 
２．文化芸術の振興における国の役割等 

（１）国の役割 

 

○  文化政策部会では，文化芸術の振興における国の役割等についても活発な

議論が行われた。基本方針において，国の役割は「文化芸術の頂点の伸長」

と「文化芸術の裾
すそ

野の拡大」を基本とし，「文化遺産の保存と活用」，「文化

芸術の国際交流」及びそれらを支える「文化基盤の整備」に集約されるとし

ている。 
 
○  文化芸術は，人々の相互理解等による社会基盤の形成や世界平和に貢献す

るとともに，その国への帰属意識（アイデンティティ）を確立し，世界に対

して国の「顔」となるものである。その意味で，国全体の文化芸術を振興す

る観点から，国の果たすべき役割は大きい。また，全国各地で多様な文化芸
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術活動が豊かに展開されることが，国全体として文化力を高めることにつな

がる。国には，各地域における文化芸術活動の取組を積極的に支援していく

ことが期待される。さらに，国際交流の進展に伴い，我が国の文化を積極的

に諸外国に発信して，多様な日本文化の理解を促進することも国の役割とし

て重要となってきている。 
 
○  本部会としては，基本方針に示された国の役割は基本的に変わっていない

と認識している。一方で，基本方針策定後の社会情勢の変化や，近年，地域

における文化芸術活動が活発になり，地域の特色を生かした取組が地方公共

団体や民間においてもなされてきている状況を考慮すると，文化芸術の振興

における国の役割についてさらに考慮すべき問題も生じているのではない

かとの観点から，以下のような課題が提起された。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（委員からの課題提起） 
・文化芸術に関して頂点と裾野というピラミッド型構造で捉えるのでなく，

様々な分野で頂点がいくつも偏在する（凹凸のある）構造で考えるべきで

はないか。地域の格差是正というより，地域の差異を認め合った上で文化

芸術の振興を考える必要がある。 
・世界で通用する芸術性の高い「頂点」も重要であるが，国民により近い，

国民の生きがいにつながるような日常に根ざした文化も大切にすべきであ

る。 
・世界に誇り得る文化芸術活動を伸長していくのは国の役割ではないか。そ

の際，職業芸術家(プロ)と芸術愛好者（アマチュア）の区分は難しく，国

の支援の対象をどこまでにするのか，国と地方がどのように役割分担すべ

きなのかを整理する必要がある。 
・「地方の文化芸術の担い手は愛好者（アマチュア）である。地方の文化芸術

は伝統芸能が中心である。地方は鑑賞活動が中心である。」という発想では

なく，地方にも職業芸術家が活躍できる拠点を設けていくべきではないか。

 
（２）重視すべき方向 

  

○  基本方針では，将来の我が国の顔となる文化芸術を創造していくため，重

視すべき方向として，①文化芸術に関する教育，②国語，③文化遺産，④文

化発信，⑤文化芸術に関する財政措置及び税制措置の５項目を指摘している。

文化芸術に関する財政措置及び税制措置に関して，例えば次のような課題提

起がなされた。 
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（委員からの課題提起） 
・財政措置や税制措置については，フランス型の国主導又は米国型の民間主導

とするか，その目指す方向性を明らかにすべきではないか。また，両者の折

衷型にする場合も，我が国としての考え方を明確にすべきではないか。 
・国家予算に占める文化予算の比率が，アジア諸国と比較しても低すぎるので

はないか。 
・国や地方公共団体の財政が厳しい中で，文化芸術の支援に対する民間の参加

（意識）に期待される部分が大きくなっている。民間からの支援を受けやす

い法人を増やしていくべきではないか。 

 

 

（３）地方公共団体及び民間の役割 

 

○  地方公共団体は，自主的かつ主体的に国と連携しつつ，それぞれの地域の

特性に応じて多様で特色ある文化芸術を振興し，地域住民の文化芸術活動を

推進する役割を担っている。また，民間からの文化芸術活動に対する支援は，

自由で選択的な配慮が働き，文化の多様性にも資することから，民間からの

支援の拡大が望まれている。 
 
○  地方公共団体については，今日，地方分権が推進されるとともに，官民の

役割分担の見直しなどが行われてきており，文化芸術の分野においても同様

の動きがある。また，市町村では大規模な市町村合併や指定管理者制度の導

入に伴う文化施設等の在り方の見直しなどにより，これまでの文化行政の体

制にも変化が生じてきている。このような状況の中で，都道府県・市町村に

は，地域固有の歴史や文化を踏まえた文化振興施策を講じることが従来にも

増して求められている。 
 
○  民間についても，企業等の民間団体が文化芸術活動を支援するメセナ活動

は，長引く経済不況の下で一時落ち込んでいたものの，企業の社会的責任

（CSR）への認識が高まる中で，その支援形態を変えつつ再び活気を見せて

きている。さらに，特定非営利活動促進法（NPO 法）施行後，文化芸術分

野における特定非営利活動法人の活動が活発になっており，従来の文化芸術

団体のみならず，文化芸術系特定非営利活動法人（いわゆるアート NPO）

のような新たな文化芸術の担い手が生まれてきている。 
 
○  特に，地域では，住民，文化芸術団体，企業等が文化芸術活動の主体とな

り，行政と対等な関係において協力関係（パートナーシップ）を結び，相互

に連携・協力することにより，文化芸術の振興を図りつつある。 
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○  こうした新しい文化芸術の担い手や相互の連携・協力の実態を考慮し，今

後の地方公共団体及び民間の役割を考える際には，市民の参画，行政と民間

との協力関係（パートナーシップ），特定非営利活動法人等との連携などの

視点を踏まえて検討することが望まれる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（委員からの課題提起） 
・都道府県と市町村，都市部と過疎地などの違いを踏まえるべきで，地方公共

団体を一括りにすべきでない。 
・民間非営利団体は，多様な社会的需要に対応しており，文化芸術の振興に当

たっては，こうした団体の発展のための基盤を整備していくべきである。 
・企業の行うメセナ活動は，芸術活動に対する支援のほか，地域文化を住民と

ともに支える取組や，学校と連携して子どもたちを対象とするものなど，多

様な形態で行われており，このような地域に密着した地道な活動に対しても

目を向けることが必要である。 
・国，地方公共団体，民間非営利団体，企業など文化を支えるセクターが多様

化している現状を踏まえて，それぞれの役割を捉え直すべきではないか。 

 
３．文化芸術の振興に当たっての基本理念 

 

○  基本方針では，基本法第２条に掲げられた８つの基本理念にのっとり，文

化芸術の振興に関する施策を総合的に策定し，実施するとしている。この８

つの基本理念は今日においても普遍性をもっていると考えられる。 
 
４．文化芸術の振興に当たって留意すべき事項 

 （１）芸術家の地位向上のための条件整備 

 

○  基本方針では，芸術家がその能力を十分に発揮でき，安全で安心して活動

に取り組める環境を整備するとともに，芸術家等に対する積極的な顕彰等を

行い，芸術家等の社会的，経済的及び文化的地位の向上に努めるとしている。 
 
○  これを踏まえ，国においてはこれまで顕彰や表彰がなされてこなかった分

野でも顕彰や表彰を行うようにするとともに，芸術家等が安心して活動に取

り組める環境づくりのために，創造の現場に関わる人々が相互に合意できる

基本的なルールの形成に向けて，関係者間の話し合いを促進するなど，適切

な支援を行っていくことが望まれる。 
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（２）国民の意見等の把握，反映のための体制の整備 

 

○ 基本方針では，文化芸術の振興のための基本的な政策の形成や各施策の企画

立案，実施，評価等に際して，芸術家等や学識経験者のみならず広く国民の

意見等を十分把握し，反映される体制の整備に努めると指摘されている。 
 
○  文化庁ではこれまで２９道府県で文化芸術懇談会を開催し，文化芸術の振

興に関して直に意見交換する場を設けてきたほか，著作権法や文化財保護法

の改正に伴う政省令の整備の際にも，広く国民の意見を掌握するよう努めて

きており，こうした取組を継続していくことが求められる。 
 
（３）支援及び評価の充実 

 

○  基本方針では，文化芸術活動に対する支援について，公平性及び透明性を

確保し，適切な審査方法及び評価に従って実施し，結果を公開するとともに，

支援の仕組みや方法などの在り方及び多様な手法の活用の検討を進めると

している。また，芸術家，文化芸術団体に対しても活動成果等の還元や適切

な情報公開，効果的な運営などの努力を求めている。 
 

○  文化芸術活動への支援に関しては，平成 16 年 2 月に文化政策部会が「今

後の舞台芸術創造活動の支援方策について」を提言している。ここでは，創

造活動への支援，基盤形成への支援及び新たな評価体制の確立が提言され，

文化芸術活動への支援の充実が図られたところである。 
 

○  文化庁の各施策は「文部科学省政策評価基本計画」に基づき，政策の評価

が毎年行われ，評価結果も公表されている。評価に当たっては，必要性，効

率性，有効性等の観点から評価が行われ，定量的な資料（データ）を用いて

具体的な達成効果も設定されているが，文化芸術活動は数値化によってその

内容を評価するにはなじみにくい分野であることから，定量的評価のみなら

ず，定性的評価を含む適切な評価方法を開発することは今後の課題となって

いる。 
 

○  一方，公的な支援を受けている文化芸術団体等に対しても，活動成果等の

国民への還元や適切な情報公開などが引き続き求められる。 
 
 
 
 
 
  
 

- 11 - 



 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（委員からの課題提起） 
・地道な芸術活動がきちんと評価されることが大切である。「優れた」文化

芸術活動が，有名であることや経済の論理に置き換えられないよう留意

すべきではないか。 
・個々の文化施策に対する評価は非常に難しい問題である。定量的な評価

が困難なものをどのように評価するかが課題であり，文化政策の評価方

法について一定の指標が示されれば地方公共団体の文化政策にも資する

のではないか。 
・企業による文化芸術の支援の場合には各社が特徴を出していくべきだが，

国による支援の場合には公平性も求められるのではないか。 
・行政の公平性はよいことだが，文化に関しては必ずしも平等主義だけで

はやっていけないのではないか。平等主義で全部を少しずつやると結局

個性のないものができてしまう。弱いところを支えるための理由や日本

にとっての必要性も議論すべきではないか。 
・地方の文化芸術活動が競い合うことで差異が出てくるのは当然としても，

国として最低限の格差是正（ナショナルミニマム）も必要ではないか。

・地域によっては平均的かつ普遍的な文化に触れたいという要望も強くあ

るので，最低限必要な文化が全国津々浦々に行きわたり，それを基盤に

新しい文化を地域がつくり上げるという捉え方も必要ではないか。 
・住むところによって「文化を味わう心」に格差が生まれないようにすべ

きである。 

 
（４）関係機関等の連携・協力 

 

○  基本方針では，関係府省間の連携・協力体制を整備するとともに，関係機

関や地方公共団体等との連携を推進することが示されている。 
 
○  文化が教育，福祉，観光等と密接な関連をもつようになっていることから，

関係府省が連携して施策を実施できる体制を整備することが求められる。ま

た，様々な制度が文化芸術を支える基盤に影響を与えることを考慮し，関係

省庁との連携を図ることが必要である。 
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（委員からの課題提起） 
・文化政策は数ある政策の中の一つの領域として捉えられているが，今後は，

政策全体を貫くような形で機能すべきではないか。 
・文化支援のための中間支援組織を支援して，文化関係者どうしの連携を支え

ることが必要ではないか。 
・21 世紀の日本にとって文化は大きな力である。付加価値の高い経済活動を実

現するのに文化は一つの柱になるし，観光と結びつけば大きな産業の推進に

もなるので，文化を総合的に捉えて考えるべきではないか。 
・現行の留意事項は文化庁が直接関与し得る範囲内だが，今後は，国，地方公

共団体，民間非営利団体との関係についても留意事項としてはどうか。 

 
なお，本部会では，基本方針に掲げられた留意すべき４つの事項の他にも，

以下のような課題が提起された。 
 
 
 
 
 
 

（委員からの課題提起） 
・創造性と知的財産の問題，文化多様性の確保も留意事項に取り上げてはどうか。

・公益法人改革の動きも踏まえた文化芸術団体等の在り方や評価も検討していく

べきではないか。 
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第 2 文化芸術の振興に関する基本的施策 

 
 文化芸術の振興に関する基本的施策では，「文化芸術の振興の基本的方向」を

踏まえ，国が講ずる施策を記述している。 
 文化政策部会では，国によるこれまでの施策や社会経済状況の変化を踏まえ，

基本的施策に関して検討した。部会としては，基本的施策に記された個別の施

策の検証ではなく，将来に向かって基本的施策の一層の充実を図るためにはど

のような考え方をすべきかという視点で検討を行った。以下に，文化政策部会

において議論された主要な項目に沿って，文化庁を中心とした国の施策の実績，

現状とその評価，課題を整理する。 
 
１．各分野の文化芸術の振興 

（１）芸術の振興 

 

○  文化庁では「文化芸術創造プラン」として芸術創造活動に対する重点支援

を開始し，世界水準の芸術創造活動の推進と芸術家等の養成を図っている。 
 

○  優れた舞台芸術創造活動は国全体の文化的高まりをもたらし，新たな文化

芸術創造活動を産む契機ともなる。舞台芸術創造活動に関する国からの支援

や芸術文化振興基金による助成などによる本格的な支援により，芸術家・芸

術団体の公演活動が活発化し，舞台芸術創造活動は我が国の社会と国民生活

に定着しつつある。 
 

○  しかし，舞台芸術創造活動は一回の上演で鑑賞し得る観客数に限界があり，

公演回数にも限りがあるなど構造的に創造活動と鑑賞活動の経営均衡（バラ

ンス）がとりにくい分野である。このため，その評価を市場原理にだけ委ね

ることはできず，文化の多様性の確保や社会の創造性を高めるという観点か

ら，直接的な享受者以外にも，常に誰かが財政的に支えていかねばならない

ものと考えられる。 
 

○  このような，舞台芸術を初めとする芸術創造活動の振興には，重点的な支

援と幅広く多様な支援の均衡を図るとともに，芸術創造活動は短い期間で成

果を求めることが適切でない性格を有することから，中長期的な観点から創

造活動が一層活性化し，創造の好循環を生み出す施策を講ずることが求めら

れる。 
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（委員からの課題提起） 
・国は目指すべき方向性を提示し，文化芸術団体にやる気を与える支援を

行うことが重要で，重点支援施策のやり方は高く評価できる。特に拠点

形成事業は文化施設の発展に大きく貢献しており，文化芸術活動の東京

集中の是正にも役立っている。 
・芸術団体に対する国の支援については，支援対象数という観点のほか，

全体としてバランスよく，メリハリのある支援とすることや，長期的な

活動計画を団体が立てやすいように配慮することなども重要である。 
・舞台芸術創造活動の支援は，団体の性格を踏まえて多様な支援形態が必

要ではないか。 
・文化芸術団体に対する直接的な支援だけではなく，中間支援組織が発展

する仕組みをつくると支援がより充実するのではないか。 
・舞台芸術創造活動の支援に当たっては，中間支援組織に対する支援や創

造活動の地方分散という観点も取り入れるべきではないか。 
・文化芸術の振興には，文化芸術活動を行う者の自主性や創造性が十分尊

重され，表現の自由が保障されることが大切である。 
・文化芸術への支援に関しては，国も民間も「金は出すが口は出さない」

ことが大切である。 
・文化芸術への支援であっても，それを具体化するには行政も社会的需要

を把握し説明責任を果たしつつ，国民の理解が得られる方法で口を出す

べきではないか。 
・申請者からみると，文化庁と芸術文化振興基金による支援は区別しにく

いので，棲み分けが必要ではないか。 

（２）メディア芸術の振興 

 

○  映画は人々に身近な娯楽であり，映像を通じて時代や文化を表す総合芸術

である。また，映画は人々の文化や価値観をわかりやすく表現するものであ

り，日本文化への関心を高め，我が国への好感度の向上や理解増進を図るの

に有効な手段となっている。 
 
○  近年は，映画館入場者も邦画制作本数も増えてきているだけでなく，映画

やアニメ等の日本のメディア芸術に対する海外の評価も高くなっているこ

とから，コンテンツビジネス振興の観点からも注目され，国の産業として重

要な分野となってきている。平成 16 年には「コンテンツの創造，保護及び

活用の促進に関する法律」が施行され，コンテンツビジネスの関係者の連携

を強化し，その振興を図る施策が総合的に推進されてきている。 
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○  文化庁では，平成 15 年 4 月に「映画振興に関する懇談会」で取りまとめ

られた「これからの日本映画の振興について（提言）」を受け，映画振興に

取り組んできており，平成 16 年度からは，「日本映画・映像」振興プランを

推進している。 
 
○  「日本映画・映像」振興プランの実施により，我が国の映画やメディア芸

術は大きく躍進することができたと考えられるが，今後も映画やメディア芸

術の振興を一層図っていく必要がある。特に，映画振興に関する事業につい

ては，映画産業振興機構（VIPO）を初めとする関係機関等と連携しつつ実

施することが必要である。 
 
（３）伝統芸能の継承及び発展 

 

○  伝統芸能は長い歴史と伝統の中から生まれ，守り伝えられてきた国民の財

産であり，将来にわたって継承し，発展を図ることが必要である。国におい

ては，「伝統文化こども教室事業」などを通じて，子どもたちが伝統芸能を

身近に親しむことができる機会を充実することが大切である。 
 
 
 
 
 
 
 
 

（委員からの課題提起） 
・学校や行政による伝統文化の伝承には一定の限界があり，地域社会を伝承の場

とするべきである。 
・地方における過疎の進行や地域社会の構造の変化は，伝統芸能の継承にとって

大きな問題となっていることを認識すべきである。 

 
（４）芸能の振興 

 

○  講談，落語，浪曲，漫談，漫才，歌唱などの芸能に対しても，文化庁及び

芸術文化振興基金による援助がなされてきているが，関係団体の育成や海外

公演への支援なども通じて，その振興を図ることが求められる。 
 
（５）生活文化，国民娯楽及び出版物等の普及 

 

○  茶道，華道，書道などの生活文化，囲碁，将棋などの国民娯楽は，国民生

活において身近な文化であり，関係団体を中心として取組がなされてきてい

る。また，近年は，我が国の食文化やファッションなど日本の優れた生活様

式（ライフスタイル）を生かした分野が国内外から注目されており，国にお

いても魅力ある「日本ブランド」を確立・強化する観点から，「知的財産推
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進計画 2005」においてその推進が図られている。今後はますます我が国の

多様な生活文化を海外にも積極的に発信するための施策が求められる。 
 
 
２．文化財等の保存及び活用 

 

○  文化財は我が国の歴史や文化の正しい理解に欠くことができず，将来の文

化の向上の基礎をなすものであり，国民的財産として適切に保存・活用して

いくことが必要である。平成 17 年 4 月には文化財保護法改正により，文化

的景観及び民俗技術が新たな保護対象となったほか，近代の文化財などの保

護を図るため登録制度の範囲が拡大されており，積極的な運用が望まれる。 
 
○  歴史的建造物や町並み，文化的景観等の保存及び有効活用の取組は，これ

らの文化遺産が地域づくりやまちづくりの核となり，かつ文化観光の有力な

資源となって外国人を魅了する「日本ブランド」として「観光立国」の実現

にも資するなど，我が国の文化を国際的に発信する観点からも重視されなけ

ればならない。 
 
○  文化財の保存・活用を充実するには，所有者，行政機関のみならず，民間

の非営利活動や文化ボランティアによる活動が重要であり，これらの活動へ

の支援が必要となっている。また，文化財所有者や寄附者等に対する税制上

の措置や，国民運動的な形で文化財保護のための資金を集める仕組みの創設

など，幅広い民間からの資金の活用等を図る仕組みを構築することにより，

国民全体として文化財を保護する機運を醸成していくことが求められる。 
 
○  文化財の保存・活用を支える伝統的技術の継承や修復材料の確保など基盤

となる部分への支援や選定保存技術保持団体等が実施する文化財の保存技

術者・技能者の資質向上のための研修機会の拡充を図り，人材の確保と育成

にも努めることが重要である。 
 
○  近年，大規模な自然災害による文化財の被害が増加しており，文化財の防

災対策を強化することが必要となってきている。 
 

 
 
 
 
 
 

  
 

- 17 - 

（委員からの課題提起） 
・文化財の修復技術者をしっかりと育成するとともに，国際的な文化財保存活動

にも対応できる技術水準などを対外的に示す制度が必要になっているのではな

いか。 
・日本の国土はすべて文化的な空間あるいは景観であり，文化的景観を含めた国

土をどう保つかということは，日本の文化施策を考える上で重要である。 



 
 

３．地域における文化芸術の振興 

 

○  基本方針に記されているとおり，地域における多様な文化芸術の興隆は，

我が国の文化芸術が発展する源泉となるものである。地域文化が有する文化

の厚みが日本文化の基盤を成しており，地域文化が豊かになればなるほど日

本全体の文化も豊かになり，日本の魅力が一層高まっていくことにつながる。

そのためには，地域が独自の創造力（文化力）を高めることが必要であり，

そのための支援が求められている。 
 
○  文化政策部会では，平成 17 年 2 月に「地域文化で日本を元気にしよう！」

（報告）を取りまとめ，地域文化の活性化に向けて関係者に期待される役割

と取組を提起した。 
 
○  近年は，文化芸術を活用してまちづくりを進める地方公共団体も増加して

おり，「文化芸術による創造のまち」支援事業等により地方公共団体や地域

の文化芸術団体への支援も充実してきている。今後，こうした事業によって

得られた成果を他の地域にも広め，生かしていく工夫が必要である。 
 
○  文化には人々に元気を与え地域社会全体を活性化させて，魅力ある地域づ

くりを推進する力があり，こうした文化の持つ力（「文化力」）は，地域にお

ける経済や観光，教育，福祉など文化芸術以外の分野の活性化にも貢献しう

るものとして期待されている。 
 
○  国においては，各地域における文化芸術活動への支援を引き続き講じてい

くとともに，各地域の特色ある文化芸術活動等に関する情報を積極的に提供

することや，文化を諸施策の単なる一分野として捉えるのではなく，「文化

力」を文化芸術以外の分野でも広く生かすための取組を進めることが求めら

れる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 

（委員からの課題提起） 
・地域の文化活動は，鑑賞型から体験型，技能習得型に移行してきており，意

欲ある住民に対して継続的な支援をどのように行うかが今後の課題ではない

か。 
・地域の愛好家（アマチュア）や専門家（プロ）の表現者と観客の中間に位置

する人々の文化活動を支援することが必要ではないか。 
・地域文化の発展のために，地域の大学が貢献していくことが必要である。 
・地域の文化団体どうしが全国的に交流できる仕組み（ネットワーク）が求め

られている。 
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４．国際交流等の推進 

 

○  21 世紀の国際社会では軍事力・経済力ではなく，自国の生活様式や文化

の魅力によって，相手国を惹きつけることができる能力「ソフトパワー」が

重要であると指摘されている。我が国は魅力ある文化芸術を振興し，これを

もとにした海外との文化交流を通じて国際的な貢献を行うことが求められ

ている。 
 
○  国においては，平成 15 年 3 月に国際文化交流懇談会による「今後の国際

文化交流の推進について」（報告）及び平成 17 年７月に「文化外交の推進に

関する懇談会」による報告書が公表されており，国際文化交流への資源投入

を強化し，交流拠点や情報発信機能を充実すること，関係省庁，企業や民間

の専門家などの連携協力を図ることなど，これからの国際文化交流の戦略が

示されている。国際文化交流に果たすべき国の役割は大きく，長期的な視点

のもと，事業の適切な評価，効率化を図りつつ，文化交流推進体制の強化を

図ることが求められる。 
 
○  我が国は，これまでも人類共通の財産である世界的な有形文化遺産の保

存修復に国際的な貢献を果たしてきたが，今後も，我が国独自の手法，人

材を活用した積極的な貢献が求められており，国内における体制の整備が

必要である。 
 
○  国際的視点からみれば，国際連合教育科学文化機関（ユネスコ）において，

平成 15 年 10 月に「無形文化遺産の保護に関する条約」，平成 17 年 10 月に

「文化多様性条約」が採択され，豊かな文化多様性の保護，促進に資する国

際的な規範の策定や各国の取組への支援が進められている。文化をめぐるこ

れらの国際的な動向を受け，我が国は，有形文化遺産に加え，無形文化遺産

の保護に関しても世界を主導(リード)していくことが期待されている。我が

国は，国内においても文化多様性の保護，促進を図るとともに，その成果を

生かして，有形，無形の文化遺産の保護，活用に関して，国際機関等との連

携を図りつつ国際協力を推進し，世界の文化多様性の保護，促進に積極的な

役割を果たしていくことが必要である。 
 
 
 
 
 
 
 
  
 

（委員からの課題提起） 
・文化外交を効果的に推進するには，文化庁のみならず外務省や経済産業省，民

間も協力する組織づくりが必要である。 
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・諸外国に比べて貧弱な日本の対外文化機関，文化施設を充実して，文化情

報センターとして機能させ，文化交流の枠組み（ネットワーク）の強化を

一層進めるべきではないか。 
・文化交流は一回きりの事業でなく，相手国と日本で日常的な文化活動を継

続的に進めることが大切である。 
・マンガやアニメ，ファッションなどの日本の現代文化をもっと評価し，発

信すべきではないか。 
・コンテンツ産業や創造的産業（クリエイティヴ・インダストリー）のもつ

文化創造の基盤としての価値を強く打ち出していくべきではないか。 
・我が国は，アジアにおける文化財保存に関する研究，技術支援について先

進的立場に立っていたが，近年は欧米諸国がその立場を強化している。文

化庁は長期的な戦略を構築し，アジアでの日本の位置を強化すべきではな

いか。 

 
５．芸術家等の養成及び確保等 

 

○  基本方針で述べられているとおり，多様で優れた文化芸術を継承，発展，

創造していくためには，その担い手として優秀な人材を得ることが不可欠で

ある。 
 
○  国においては，新進芸術家海外留学制度，国内研修や発表機会の確保，芸

術団体等が行う養成・発表機会への支援により，新進芸術家の養成を図って

いる。また，独立行政法人日本芸術文化振興会では，伝統芸能，オペラ，バ

レエ，演劇分野の養成所・研修所が置かれ，専門的な養成・研修を通じて専

門的（プロの）芸術家の育成が図られており，我が国のこれからの文化芸術

を担う人材となることが期待されている。 
 
○  こうした芸術家の養成のみならず，芸術家と観客たる国民との間をつなぐ

仲介役（コーディネーター）となるアートマネジメント担当者や裏方を支え

る舞台技術者の育成や研修も重要である。 
 
○  近年は，大学をはじめ高等教育機関においてもアートマネジメント等の教

育活動が展開されており，人材育成を担う機関となってきているが，文化芸

術活動の現場における研修が十分ではなく，就業体験（インターンシップ）

や現場との交流を通じて実地の経験を積むことが必要とされてきている。 
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（委員からの課題提起） 
・企業と芸術家等との橋渡しができる資質を持った仲介役（コーディネータ

ー）の育成が必要である。 
・芸術分野の人材育成には，現場と大学等教育研究機関との連携体制の構築

が重要である。 
・劇場現場の第一線では，次世代の人材育成が難しい場合もあるため，大学

院段階から現場で活動する前段階としての人材育成の体制が必要ではな

いか。 
・芸術家の育成には，高等教育段階において分野間及び地域間の均衡を図る

べきではないか。また，アートマネジメント教育については，修士課程で

は高度専門職業人を育成しつつ，博士課程では研究者を育成すべきではな

いか。 
・高度専門職業人の業績評価や人材交流のための仕組みも検討されるべきで

はないか。 
・アートマネジメントに関する公的な資格が困難ならば，関係大学連合体や

各大学で資格を設定することも検討してはどうか。 

 
６．国語の正しい理解 

 

○  国語は，国民生活に直接関係し，我が国の文化の基盤を成すものであり，

時代の変化や社会の進展に応じてその在り方を適切に検討し，必要な改善を

図っていくべきものである。 
 
○  文化審議会では，平成 16 年 2 月に「これからの時代に求められる国語力

について」を答申し，「自ら本に手を伸ばす子どもを育てる」ことが重要で

あり，そのために国語教育と読書活動に関して提言を行った。また，言葉に

ついて考える体験事業や独立行政法人国立国語研究所による「外来語」言い

換え提案などの施策が展開されてきた。引き続き，国語の正しい理解と国語

力向上のための取組を行うとともに，国際化，情報化に対応した施策を推進

していくことが必要である。 
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（委員からの課題提起） 
・国語力の育成と水準向上を学校の特色に掲げる公立学校が現れてくるなど，

教育における国語の正しい理解は着実に進んできている。 
・外来語の言い換え提案は各方面から様々な反応があり，関係機関の自覚を促

す効果が出てきている。 
・国語施策に関して，関係省庁の連携を一層緊密にするための組織が必要では

ないか。 



 
 

７．日本語教育の普及及び充実 

 

○  在留外国人の増加や諸外国との国際交流の進展に伴い，今日的な学習の需

要や社会の変化に対応した日本語教育の普及を図る必要性が高まっている。

そのことを通じて日本語を学ぶ人々が我が国の文化芸術に対する理解を深

めることは，我が国の更なる国際化の進展にも資すると考えられる。 
 
○  文化庁では，日本語学習ボランティアの支援推進事業や親子参加型日本語

教室の実施を通じて日本語教育の充実を図っており，日本語学習者が増加，

多様化する中で，日本語教室の形態や研修の内容など地域の需要に対応した

取組を行うことが今後も必要である。 
 
８．著作権等の保護及び利用 

 

○  文化芸術の振興の基盤を成す著作権等については，国際的な動向を踏まえ

るとともに，知的財産基本法や知的財産戦略本部が作成する「知的財産推進

計画」等に基づき，知的財産立国の実現を目指して，様々な著作権施策が推

進されている。 
 
○  法制度の在り方については，既存の条約への対応をほぼ終えた今日におい

ては，大局的・体系的な視点で，社会の変化に応じて検討を進めていく必要

がある。 
 
○  著作物の利用については，音楽，映画，アニメ等の我が国の優れた著作物

を積極的に活用するため，新しい商業規範（ビジネスモデル）開発の支援等

により，著作物の円滑な流通を促進していくことが求められる。 
 
○  著作権に関する知識と意識の普及を図るため，講習会の開催やネットワー

クを利用した教材・情報提供などの普及啓発活動を推進することが重要であ

る。 
 
○  アジア等の途上国において流通している海賊版への対策を強化するとと

もに，世界知的所有権機関（WIPO）などで行われている新たな国際的規範

づくり等にも積極的に参画する必要がある。 
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（委員からの課題提起） 
・著作権のもつ文化的側面と経済的側面が調和してよくかみ合うことで，世界

に発信できる文化芸術の裾野が広がることが期待される。 
・科学技術の進展や経済の変化に対応して，著作権法の見直しを機敏に図るべ

きではないか。 
・著作権に関する社会全体の認識は依然低く，その解消のため小中高校におけ

る著作権教育への支援を充実すべきである。 

 
９．国民の文化芸術活動の充実 

（１）国民の鑑賞等の機会の充実 

 

○  文化芸術の振興に当たっては，国民がその居住する地域にかかわらず等し

く，文化芸術を鑑賞し，参加し，創造することのできる環境を整備すること

が求められる。その意味で，文化の東京一極集中を是正し，国民が身近に文

化芸術に触れることができるよう，各地域における文化芸術の公演，創造活

動への支援や情報提供が重要である。 
 
○  特に，文化ボランティアや学校教育を含む子どもたちの文化活動を充実し

ていくことが今後重要である。 
 
○  文化ボランティアは国民が文化芸術活動に参画する契機となるだけでな

く，芸術家等や文化施設等と国民とをつなぐ仲介役（コーディネーター）と

して有効である。今後は，文化ボランティアの全国的なネットワークの形成

や情報提供の充実により，文化ボランティアが能動的に文化芸術活動に参画

していくための能力向上（エンパワメント）を図ることが必要である。 
 
○  国民の多種多様な文化芸術活動の全国的な発表，交流の場として開催して

いる国民文化祭や全国高等学校総合文化祭について，国民への周知と内容の

充実が一層求められる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（委員からの課題提起） 
・鑑賞機会だけでなく，国民が文化芸術を創造・表現し，また支援・協働したり

する機会も充実されるべきである。 
・文化ボランティアは，文化施設に使われる立場ではなく，文化芸術と社会をつ

なぐ市民の活動や芸術系特定非営利活動法人（アート NPO）等との連携・協

力などの視点からより積極的に捉えるべきである。 
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（２）高齢者，障害者等の文化芸術活動の充実 

 

○  国民の誰もが身近に文化芸術に接することができるよう，高齢者，障害者，

子育て中の保護者，勤労者が文化芸術活動に触れやすい環境の整備が求めら

れる。 
 
○  国立の文化施設や国立劇場等においても，高齢者・障害者割引や小中学生

の常設展の無料化などが行われているとともに，字幕や託児サービス，子ど

もや社会人向けの入門鑑賞会の開催などの工夫や配慮が行われており，こう

した活動を一層促進すべきである。 
 
（３）青少年の文化芸術活動の充実 

（４）学校教育における文化芸術活動の充実 

 

 ここでは，子どもの文化芸術活動の充実についてまとめて述べたい。 
○  次代を担う子どもたちが優れた文化芸術に直に触れ，日頃味わえないよう

な感動や刺激を直接体験することは，豊かな感性と創造性をはぐくむととも

に，我が国文化を継承・発展させる上で大変重要である。また，現行の学習

指導要領のいう「豊かな人間性や社会性，国際社会に生きる日本人としての

自覚」をもった国民を育成するという考え方とも合致する。 
 
○  現行の学習指導要領では，小中学校における芸術に関する教科の授業時数

が削減されたものの，総合的な学習の時間，生活科や道徳の時間などで文化

芸術活動に触れる機会を取り入れる学校も見られ，学校教育における文化芸

術活動は学校の創意工夫により充実することが可能となってきている。 
 
○  一方で，学校は教育課程を着実に実施することが求められるとともに，数

多くの課題にも対応しており，文化芸術に特化した教育活動のみに重点を置

くことは難しい状況にある。また，伝統文化の継承など本来は地域で担うべ

き役割が学校に転嫁される地域も見られる。 
 
○  学校教育において文化芸術活動を充実するには，地域の教育力を発掘し，

学校と地域の芸術家や団体などとの相互理解を図った上で連携・協力し，児

童生徒の実態に即した文化芸術活動を行うことが必要である。そのためには

学校が開かれた学校づくりを展開し，学校自らが様々なネットワークを形成

していくことが求められる。 
 
○  地域においては，学校週五日制を踏まえ土日の児童生徒の活動機会として

文化芸術活動に積極的に取り組み，芸術家等や文化芸術団体，文化施設が行
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政と連携しつつ，地域における児童生徒の文化活動の受け手としての役割を

果たしていくことが大切である。 
 
○  国においては「本物の舞台芸術に触れる機会の確保」事業などを通じて，

子どもたちが優れた文化芸術に身近に親しむことができる機会を一層充実

することが求められる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（委員からの課題提起） 
・親子のふれあいの希薄化や世代間の断絶が指摘される昨今においては，文

化の力が世代間をつないでいくということの意義について再認識するこ

とが特に重要である。 
・地域社会や家庭で行うべき郷土の伝統文化や芸術まで学校教育に持ち込ん

でいるのではないか。地域社会，家庭，学校の役割分担を明確にすべきで

ある。 
・教職員と芸術家等の連携のための仕組みが必要であり，学校側にもネット

ワーク形成の努力が必要ではないか。 
・教育現場で芸術をどのように教えるかについて，文化芸術団体等の連携先

の視点から見た検討も必要ではないか。 
・子どもたちの文化芸術活動を推進するには，学校と文化芸術団体等との相

互理解や学校週五日制の意義を地域で再確認することが必要ではないか。

・教員養成の段階から学芸分野や博物館などに関する科目を取り入れ，芸術

に関する教育課程（カリキュラム）を充実させて，教員の意識を高めてい

くべきではないか。 

 

１０．文化施設の充実等 

（１）劇場，音楽堂等の充実 

（２）美術館，博物館，図書館等の充実 

 

○  文化芸術の基盤となる文化施設を充実することは，文化芸術の振興にとっ

て極めて重要である。 
 
○  ここ 20 年間で，地域においても音楽や演劇専用の文化会館や美術館が多

数開館している。内閣府が平成 15 年に実施した「文化に関する世論調査」

によれば，文化施設の整備・充実を希望する割合は減少してきており，地域

の文化施設の整備は相当程度進んでいるという認識が広がっている。従来，

文化施設はハード（ハコモノ）の面から捉えられる傾向にあったが，文化会

  
 

- 25 - 



 
 

館等が有する文化芸術の創造機能や美術館・博物館が有する教育機能や調査

研究機能への期待が高まってきている。 
 
○  一方で，文化施設等の整備は進んだものの，文化会館や美術館，博物館の

職員数は伸びなやんでおり，専門性を有する職員や技術者を確保できない施

設も少なからず存在しており，文化施設がその役割を十分果たすことのでき

る環境や条件の整備が求められている。 
 
○  平成 15 年 9 月施行の改正地方自治法により，民間事業者（株式会社，特

定非営利活動法人等）も議会の指定を受ければ，「公の施設」の管理を受任

できるようになった（いわゆる「指定管理者制度」）。同制度は，公の施設を

民間等の活力を利用して効率的・効果的に運営・管理することにより，利用

者の利益に資することを目的として制定されたが，文化芸術関係者の間には

同制度の導入により文化会館や美術館，博物館などの管理・運営が経済性や

効率性のみで判断され，文化芸術の観点がなおざりにされるのではないかと

の懸念もある。文化施設の管理・運営に関しても，その経済性・効率性を無

視することはできないが，文化施設が社会に対して果たしている役割や貢献

を考慮すれば，指定管理者制度の適用には，文化施設が本来有する使命や目

的，地域における役割等を踏まえ，その文化的側面に十分配慮することが必

要である。 
 
○  設置者である地方公共団体には，地域の文化行政における文化施設の果た

すべき役割を明確に位置づけ，指定管理者制度導入の可否を含め，文化芸術

を振興する観点から文化施設の充実方策を検討することが求められる。 
 
○  国立美術館，国立博物館等の国立文化施設については，独立行政法人化さ

れて以来，業務の効率的かつ効果的な実施に一定の成果を挙げてきている。

これらについては，市場化テストの導入など更なる効率化のための取組を求

める声もあるが，国立文化施設の果たすべき使命，目的などにかんがみ，慎

重な議論が必要である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 

- 26 - 



 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（委員からの課題提起） 
・文化芸術関係者や市民などの地域の様々な人々の議論や活動の拠点とな

る場の形成が重要ではないか。 
・指定管理者制度の導入には，運用上の不安があるものの，文化施設の管

理・運用のための新たな法制や国による指針の提示は規制緩和や地方分

権という時代の流れに逆行する。このため，例えば，社団法人全国公立

文化施設協会等の連合団体において基準を設定することが効果的では

ないか。 
・ここでいう「文化的側面」として大切なことは，市場原理や経済効率に

は時として反することもあるが，文化芸術に携わる人間が試行錯誤を経

て獲得し，蓄積してきた経験や技術をしっかりと継承することである。

・他省庁所管の法律や制度について，文化振興の観点からの文化的評価（ア

セスメント）が必要ではないか。 
・文化施設には，文化芸術系特定非営利活動法人（アート NPO）等の

活動も踏まえ，教育機能や仲介的（コーディネート）機能などの新た

な機能を持った「第 3 の文化施設」を展望する視点が必要ではないか。

・寄附税制に関して特定公益増進法人の認定を積極的に推進し，個人所有

の重要文化財等譲渡の非課税措置や私立博物館への税優遇制度を拡大

すべきではないか。 
・美術品の貸借に関する国による補償制度は，難しい問題ではあるが検討

すべき事項ではないか。 
・学校教育との連携を推進するため，美術館等の全国組織との連携方策を

検討すべきではないか。 
・美術館，博物館に求められる機能，活動やサービス内容は変化してきて

いる。学芸員に求められる能力は多様となっており，学芸員の資質向上，

養成課程（システム）や資格の見直しを検討すべきではないか。 

 
（３）地域における文化芸術活動の場の充実 

 

○  国民が身近にかつ気軽に文化芸術活動を行うことができる場を充実す

るには，文化施設だけでなく，学校施設や社会教育施設を有効に活用する

ことも必要である。文部科学省では「廃校リニューアル 50 選」報告書な

どを通じて廃校施設を文化芸術活動の場として利用する方策などを紹介

している。こうした情報提供を通じて，地方公共団体や地域の芸術家等に

対して，学校や文化施設以外の施設を文化芸術活動に活用する工夫を促し

ていくことが求められる。 
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（委員からの課題提起） 
・教育施設や文化施設を有する地方公共団体には，舞台芸術の観客をはじめ

将来の文化芸術の担い手を育てるため，学校や福祉施設との連携に取り組

む必要があるのではないか。 
・「関西元気文化圏」のような民間が主体となった文化の多極化を促進する

取組をさらに広げていくべきではないか。 
・地域の，特に私立の美術館・博物館には個人資産の保存という目的のもの

もあるが，それを明確にして地方公共団体との連携を深め，文化芸術の振

興に生かしていく視点が必要である。 

 
（４）公共の建物等の建築に当たっての配慮 

 

○  公共の建物等の建築には，これまでも周辺地域との調和が取れたものと

なるよう配慮することが求められてきた。例えば，平成 17 年 10 月に開

館した九州国立博物館においては，周囲の山並みと呼応する緩やかな屋根

の線を採用するなど周辺環境と一体となったデザインで建設されている。

国や地方公共団体の建物等の建設に当たっては，引き続きこうした配慮が

必要である。 
 
１１．その他の基盤の整備等 

（１）情報通信技術の活用の推進 

 

○  インターネットの急速な普及に代表される情報通信技術の発展により，文

化芸術活動においても様々な影響が生じている。情報や画像を地理的制約を

受けずに活用できる利点を生かして，新たな文化芸術活動の創造がなされる

一方，仮想的（バーチャル）な世界でのみ展開される，いわゆる「ネット文

化」は，血の通った交流・交感を妨げ，人間性豊かな文化芸術活動を疎外す

るという「負の側面」をももたらしていることに留意する必要がある。 
 
○  国においては，情報通信技術が，人と人との結びつきを強め，生き生きと

した多様で広範な文化芸術活動の展開に活用されるよう施策を講ずるべき

である。 
 
（２）地方公共団体及び民間の団体等への情報提供等 

 

○  情報化の進展に伴いホームページによる情報提供が主流となりつつある

中，迅速かつわかりやすい情報が一層求められるとともに，国の文化政策や

事業等についての外国語による紹介をはじめ，我が国の文化情報の国際的な
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発信力強化がますます必要となってきている。 
 
○  文化芸術活動への助言や相談などを国民が身近なところで気軽に受けら

れるようにすることも期待される。 
 
 
 
 
 
 

（委員からの課題提起） 
・文化芸術の現状分析を行う統計や調査研究を整備し，我が国の文化芸術の全体

像が把握できるようにする必要がある。 

（３）民間の支援活動の活性化等 

 

○  民間による文化芸術への支援（メセナ活動等）は，従来は文化芸術団体に

対する支援や催し物（イベント）の開催などが主流であったが，企業の社会

的責任（CSR）が認識されるに伴い，地域の文化活動に対する企業の社会貢

献活動が活発になってきている。そうした中で，メセナ活動もパトロン的な

活動は縮小され透明性が高まってきており，「協賛」から「協働」へとその

考え方が変わってきている。 
 
○  税制に関しては，平成 14 年度に優遇措置を受けられる活動の対象範囲が

分野，活動主体，活動形態それぞれについて拡大され，一定の成果が上がっ

てきている。 
 
○  しかしながら，文化芸術活動に精通した人材や必要な情報の不足により，

十分な支援活動を展開できないという課題を抱える企業は今も多い。 
 
○  文化芸術を支える役割は国を初めとする行政のみならず，企業や民間の非

営利活動にも大きな期待が寄せられることから，こうした民間活動を促進す

るための税制や寄附の仕組みに関しては更なる検討が必要である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（委員からの課題提起） 
・寄附への環境は改善されてきたものの，個人の寄附を促進するにはまだ厳し

い状況にある。国全体でも考えるべき問題である。 
・文化芸術の振興が社会や産業の発展に不可欠という認識が経済界を含む社会

全体に共有されることが重要である。 
・文化芸術に自分でお金を出して触れることが文化を支えるという意識の醸成

が大切であり，それを子どもの頃から教えていくべきではないか。 
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（４）関係機関等の連携等 

 
○  文化芸術の振興に関する施策を効果的に推進するには，国，地方公共団体，

文化芸術団体を初め様々な機関や施設の間の連携が必要であることはいう

までもない。 
 

○  文化芸術と教育，福祉，観光などの分野との連携により，人材や資源の効

率的・効果的活用や手法（ノウハウ）の共有が図られることが期待できる。 
 

○  国においては，文化芸術と他分野との連携を一層推進することが必要であ

る。 
 
（５）顕彰 

 

○  文化庁においては，文化庁映画賞のほか，社団法人企業メセナ協議会によ

るメセナアワードにおいて「文化庁長官賞」を創設して企業等に対する表彰

を行うとともに，文化芸術活動の新たな分野や若い芸術家，国際文化交流に

貢献した個人や団体等への顕彰を推進しており，引き続きこうした取組に努

めることが求められる。 
 
（６）政策形成への民意の反映等 

 

○  文化芸術の振興のための政策形成には，その過程の公正性及び透明性を確

保することが求められる。平成 17 年より文化審議会は原則として公開され，

法令等の改正においても意見公募（パブリックコメント）を実施するなど，

国民の意見を反映できるようにしてきている。また，地域における情報や意

見交換の場についても，文化芸術懇談会等において基本法や基本方針につい

ての理解を求めるとともに，地域の状況や課題を聴取する機会を設けており，

こうした取組を一層推進すべきである。 
 
○  本基本方針の見直しが検討される際には，文化審議会において文化芸術の

各分野の関係者から公聴（ヒアリング）を行うとともに，意見公募（パブリ

ックコメント）などを実施し，広く国民の意見を反映することが求められる。 
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